
愛知県財務諸表（概要版）

2023年度 

このパンフレットは、愛知県の一般会計特別会計各会計合算財務諸表の概要をまとめたものです。 
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【単式簿記】 

 一つの取引について、現金の収支のみをと

らえ、記録する帳簿記入の方法 

 

 

【現金主義】 

 現金の収入・支出という事実に基づいて、

それを記録する考え方 

従来の官庁会計（地方自治法に基づく会計処理） 
 

 

 
【複式簿記】 

 一つの取引について、原因と結果の両方か

ら二面的にとらえ、記録する帳簿記入の方法 

 

 

【発生主義】 

 現金の収入・支出にかかわらず、取引が発

生した時点で収益・費用を記録する考え方 

新公会計制度 

議決された予算に基づく 

現金の執行を厳密に管理 
説明責任の充実 

マネジメント力の強化 

愛知県では、2013年度から、従来の官庁会計（単式簿記・現金主義会計）に、企業会計的手法で

ある複式簿記・発生主義を採り入れた新公会計制度を導入し、日々の会計処理の段階から１件１件複

式簿記の仕訳を行うことにより財務諸表を作成しています。 

財務諸表により、従来の官庁会計による決算書では見えにくかった資産・負債などのストック情報

や、減価償却費などの現金の支出を伴わない費用を含むフルコスト情報*が明らかになります。ま

た、事業単位で財務諸表を作成し、行政評価や予算編成に活用することで、マネジメント力を強化す

るための有効なツールとなります。 

 

並
行
し
て
処
理
し
て
い
き
ま
す
。 

【単式簿記】 

3,000 円の支出を記録 

【単式簿記】 

150 万円の支出を記録 

【複式簿記】 

3,000 円の費用の発生（=原因）と、 

現金 3,000 円の減少（=結果）を記録 

【複式簿記】 

150 万円の固定資産の増加（=原因）と、 

現金 150 万円の減少（=結果）を記録 

消耗品を購入したとき 

自動車を購入したとき 

単式簿記と複式簿記の違い 

会計制度の比較 

*は８ページ解説参照 
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・決算日における資産や負債などの財政状態を表す財務諸表です。 

・１年間の行政サービス活動に伴い発生した費用と、その財源と

しての収益の金額の累計額を表す財務諸表で、民間企業の損益

計算書に相当します。 

・愛知県では、経常収益に税収を含めていますので、行政サービ

スの提供のために発生した費用がその年度の税収等の収益でど

の程度賄えているかを把握することができます。 

・１年間の入出金により資金（現金預金）がどのように増減した

かを 3 つの活動区分（行政サービス活動、投資活動、財務活

動）に分けて表す財務諸表です。 

・貸借対照表の純資産の部の１年間の変動

状況を表す財務諸表で、民間の株主資本

等変動計算書に相当します。 

愛知県の財務諸表は、管理事業別*を最小単位とし、一般会計局別、会計別、一般会計特別会計各会

計合算の各レベルで４表を作成します。 

なお、特別会計には、公債管理、証紙、国民健康保険事業、母子父子寡婦福祉資金、中小企業設備

導入資金、就農支援資金、県有林野、林業改善資金、沿岸漁業改善資金、港湾整備事業、県営住宅管

理事業の 11 会計があります。 
*は 13 ページ参照 

愛知県の財務諸表は、以下の 4 表で構成されます。 

財務諸表の構成 

③キャッシュ・フロー計算書

　行政サービス活動

　投資活動

　財務活動

　収支差額

　負債

　純資産

①貸借対照表

　
　資産

当期首残高

当期変動額

当期末残高

純資産
合計

④純資産変動計算書

開始残高
相当

剰余金
評価

差額金

　収益

　費用

　収支差額

②行政コスト計算書

…

…

…広報広聴

推進事業

庁舎管理

事業

政策企画局 総務局

一般会計
県有林野

特別会計
港湾整備事業

特別会計

一般会計特別会計

各会計合算

一般会計特別会計各会計合算

（１種類×４表）

会計別（一般会計及び11特別会計）

（12種類×４表）

一般会計局別

（25種類×４表）

管理事業別

（304種類×４表）

人事局

人事管理

事業
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28,665 31,309

27,795 30,124

869 1,184

34 86

74 77

9

28,698 31,395

27,869 30,201

829 1,193

1 3,248

(46.2%)

4,265

(14.9%)

3,634 (12.7%)

2,125 (7.4%)

1,657 (5.8%)

1,547 (5.4%) 1,251 (4.4%)

972 (3.4%)

2 8,698

7,174 4,265

12,945 13,248

1,331 1,251

14,533 12,130

5,480 5,788

1,661 1,385

1 2,130

(43.5%)

5,788

(20.8%)

5,291 (19.0%)

1,402 (5.0%)

1,385 (5.0%) 1,874 (6.7%)

2 7,869
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4 行政コスト計算書  

収益 

 行政サービスの提供に要したコストの財源を表し

ます。 

当期収支差額 

 行政コスト計算書の収益と費用の差額を表します。 
特別収益 

 固定資産の受贈益・売却益や災害復旧費に係る国庫

補助金など、特別な事情や臨時に発生する収益を計上

しています。 

その他経常収益 425 億円 

 宝くじ事業収益、財産の貸付に係る収入、寄附金によ

る収入、県税に関する延滞金や加算金など上記のいずれ

にも属さないその他の経常収益です。 

経常収益 

 通常の行政活動による収益です。 

地方税 1 兆 3,248 億円  

 県民税、事業税、自動車税など県税による収入です。 

地方消費税清算金 3,634 億円 

 地方消費税の都道府県間清算による収入です。 

地方譲与税等 1,547 億円 

 地方譲与税、地方特例交付金、交通安全対策特別交付

金による国からの収入です。 

分担金及び負担金 2,125 億円 

 国民健康保険事業や道路・橋りょう、河川工事等に係

る市町村等からの分担金・負担金収入です。 

使用料及び手数料 481 億円 

 施設の使用料や各種申請手数料などの収入です。 

国庫支出金 4,265 億円 

 国庫負担金、国庫補助金、委託金などの国からの収入

です。 

受取利息及び配当金 31 億円 

 基金の運用利息など利息や配当金の受取収入です。 

地方交付税 1,251 億円 

 地方公共団体間の財源の不均衡を調整し、すべての地

方公共団体が一定の水準を維持しうるよう財源を保障す

る地方交付税による収入です。 

交付金等（特別会計） 1,657 億円 

 国民健康保険に係る支払基金等からの交付金収入です。 

（単位：億円）

2023年度 2022年度 増減

経常収益 28,665 31,309 △ 2,644

地方税 13,248 12,945 302

地方消費税清算金 3,634 3,674 △ 41

地方譲与税等 1,547 1,547 0

地方交付税 1,251 1,331 △ 80

分担金及び負担金 2,125 2,045 79

使用料及び手数料 481 485 △ 4

国庫支出金 4,265 7,174 △ 2,909

交付金等（特別会計） 1,657 1,610 47

受取利息及び配当金 31 25 6

その他経常収益 425 471 △ 46

経常費用 27,795 30,124 △ 2,329

県税清算金及び交付金 5,788 5,480 308

給与関係費 5,291 5,243 48

物件費 1,385 1,661 △ 276

修繕費 313 305 8

社会保障給付費 232 226 6

補助金等 12,130 14,533 △ 2,403

繰出金 139 136 2

減価償却費 1,402 1,422 △ 20

引当金繰入額等 790 776 13

支払利息及び手数料 325 341 △ 16

その他経常費用 1 0 1

経常収支差額 869 1,184 △ 315

特別収益 34 86 △ 52

特別費用 74 77 △ 3

特別収支差額 △ 40 9 △ 49

収益（経常+特別） 28,698 31,395 △ 2,696

費用（経常+特別） 27,869 30,201 △ 2,332

当期収支差額 829 1,193 △ 364

自　2023年4月 1日

至　2024年3月31日

科目
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現金の支出を伴わない費用を含むフルコスト

情報について 

■減価償却費 

 官庁会計では、現金の出入りしか記録しま

せんので、例えば、県立学校を新設したよう

な場合、工事費を支払った年度にのみ、支出

が記録されます。 

 これに対し、発生主義に基づく新公会計制

度においては、工事費を支払った年度に全額

を費用計上するのではなく、取得した建物な

どの償却資産の耐用年数にわたって各年度に

費用を配分します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■引当金繰入額等 

貸倒引当金や賞与引当金などの引当金を貸

借対照表に計上する際には、現金の支出はあ

りませんが、当期に発生した費用を認識し

て、引当金繰入額として費用を計上します。 

 

新公会計制度の導入により、こうした現金

の支出を伴わない費用を含めたフルコスト情

報を明らかにできるようになりました。 

 解説 

 

  

経常費用 

 通常の行政活動に伴い発生した費用です。 

費用 

 行政サービスの提供に要したコストを表します。 

県税清算金及び交付金 5,788 億円 

 地方消費税の都道府県間清算による支出や市町村への地

方消費税交付金等です。 

給与関係費 5,291 億円 

 職員の給与や共済費等の人件費です。 

物件費 1,385 億円 

 旅費交通費、消耗品費、光熱水費、通信運搬費、保守管

理費、業務委託費、賃借料等の支出です。 

修繕費 313 億円 

 建物、工作物等の修繕に係る支出です。 

社会保障給付費 232 億円 

 被扶助者に対して給付を行う生活保護費や児童手当など

の支出です。 

補助金等 1 兆 2,130 億円 

 市町村や団体等に対する負担金、補助金、交付金等です。 

繰出金 139 億円 

 公営企業会計に対する繰出金です。 

減価償却費 1,402 億円（現金の支出を伴わない費用） 

 貸借対照表に計上した固定資産の減価償却費です。 

支払利息及び手数料 325 億円 

 地方債利子、地方債の発行や償還に係る手数料などの支

出です。 

引当金繰入額等 790 億円（現金の支出を伴わない費用） 

 貸倒引当金や退職手当引当金の繰入額等です。 

その他経常費用  1 億円 

 上記のいずれにも属さないその他の経常費用です。 

特別費用 

 固定資産の除売却損、投資及び出資金の評価損や災害復

旧費など、特別な事情や臨時に発生する費用を計上してい

ます。 

減価償却イメージ

取得 1年目 2年目 3年目 4年目 5年目

資産額

減価償却費

耐用年数5年の償却資産に係る減価償却費

の計上と資産価値の減少の例

＜参考：県民1人当たりの収益・費用＞

（2024年1月1日現在住民基本台帳人口）

＊（　）内は前年度数値を表す。

愛知県の人口 7,500,882人

収益
38万3千円

（41万8千円）

費用
37万2千円

（40万2千円）
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現金主義による官庁会計との表示方法の違いについて 

キャッシュ・フロー計算書は、現金主義による官庁会計の現金収支を 3 つの活動区分に分けて表し

たものです。 

活動区分に分けることにより、現金収入が税収によるものか、地方債の発行によるものかといった

違いや、現金支出が施設の建設や改良のための投資的な支出であるのか、地方債の償還なのかといっ

た違いを一覧形式で表しています。 

 

5 キャッシュ・フロー計算書 

  

収入 

 

 

 

 

 

 

 

支出 

行政サービス活動 

 経常的な行政サービスを提供するため

の現金の収支、その他投資活動及び財務

活動に区分されない現金の収支を表しま

す。 

地方税 

地方交付税 

使用料及び手数料 

国庫支出金 

利息・配当金の受取 など 

職員給与 

物件費（消耗品、一般備品の購入、委託

料等） 

社会保障費 

補助金 

利息・手数料 など 

この活動区分は、行政コスト計算書に

計上される取引に対応します。各科目の

内容は、７～８ページの記載を参照して

ください。 

ただし、行政コスト計算書は発生主義

により、キャッシュ・フロー計算書は現

金主義によりそれぞれ作成しますので、

両者の金額は一致しません。 

 解説 

2023年度 2022年度 増減

行政サービス活動

行政収入 28,657 31,281 △ 2,624

地方税 13,245 12,949 295

地方消費税清算金 3,634 3,674 △ 41

地方譲与税等 1,547 1,547 0

地方交付税 1,251 1,331 △ 80

分担金及び負担金 2,124 2,045 79

使用料及び手数料 481 485 △ 4

国庫支出金 4,265 7,174 △ 2,909

交付金等（特別会計） 1,657 1,611 46

利息及び配当金 31 25 6

その他行政収入 422 440 △ 17

行政支出 26,230 28,760 △ 2,530

県税清算金及び交付金 5,788 5,480 308

給与関係費 5,923 6,064 △ 140

物件費 1,385 1,660 △ 275

修繕費 313 302 11

社会保障給付費 232 226 6

補助金等 12,118 14,544 △ 2,426

繰出金 139 136 2

利息及び手数料 325 341 △ 16

その他行政支出 7 6 1

特別収入 15 4 11

特別支出 21 6 15

行政サービス活動収支差額 2,420 2,519 △ 99

科　　目

自　2023年4月 1日

至　2024年3月31日
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期末現金預金残高について 
前年度からの繰越金である期首現金預金残高 829 億円から当期現金預金増減額 27 億円を差し引いた

期末現金預金残高 802 億円は、官庁会計における各会計の歳入歳出差引残額（形式収支）を足し合わせ

た金額と一致します。 
また、期末現金預金残高 802 億円は、５ページに掲載した貸借対照表の現金預金の額と一致します。 

 

   

収入 

 

 

 

 

支出 

投資活動 

 固定資産の取得及び売却、基金の積立及

び取崩、貸付、出資等に係る現金の収支を

表します。 

固定資産の売却 

基金の取崩による収入 

投資、貸付等の回収による収入 など 

固定資産の形成に係る支出 

基金の積立に係る支出 

出資、資金の貸付に係る支出 など 

収入、支出 

財務活動 

 地方債など、外部からの資金の調達及び

その償還に係る現金の収支を表します。 

地方債の発行・償還、その他借入金の増減に

係るもの 

 この活動区分は、地方債の発行や借入

など、貸借対照表の負債の部に係る取引

に対応します。 

 この活動区分は、主に貸借対照表の資

産の部に係る取引に対応します。 

 解説 

2023年度 2022年度 増減

投資活動

投資活動収入 3,865 4,345 △ 480

固定資産売却 9 45 △ 37

基金取崩 1,966 2,393 △ 426

投資及び出資金回収 - 3 △ 3

貸付金回収元金 1,890 1,905 △ 14

その他投資活動収入 0 0 △ 0

投資活動支出 5,563 5,946 △ 383

固定資産取得 1,538 1,536 2

基金積立金 2,119 2,523 △ 404

投資及び出資金 67 55 12

貸付金 1,839 1,832 7

その他投資活動支出 0 0 0

投資活動収支差額 △ 1,698 △ 1,601 △ 97

財務活動

財務活動収入 4,802 4,320 482

地方債発行 4,802 4,320 482

財務活動支出 5,552 5,438 114

地方債償還金 5,476 5,357 119

借入金返済 - - -

その他財務活動支出 76 81 △ 5

財務活動収支差額 △ 749 △ 1,117 368

当期現金預金増減額 △ 27 △ 199 172

期首現金預金残高 829 1,029 △ 199

期末現金預金残高 802 829 △ 27

科　　目

（単位：億円）
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純資産合計 

 当期末残高は、貸借対照表の純資産の額に 

一致します。 

 解説 

相互関係イメージ（単位：億円） 

     

○純資産変動計算書

829

○行政コスト計算書 ○貸借対照表

費用 収益 資産 負債

27,869 28,698 85,224 59,740

当期収支差額 純資産

829 25,484

評価差額金 純資産合計

当期首残高

当期変動額

25,484当期末残高

開始残高相当 剰余金

 

6 純資産変動計算書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

開始残高相当 

 開始貸借対照表の資産と負債の差額です。 

（評価差額金を除く） 

評価差額金 

 有価証券及び立竹木の評価替えに伴う評価差

額金です。 

 

剰余金 

当期末残高は、行政コスト計算書の毎年の

収支差額の累積額です。 

 

 

純資産の変動額について 

2022 年度貸借対照表における資産は 8 兆 4,985 億円、負債は 6 兆 331 億円、純資産は 

2 兆 4,654 億円でした。 

2023 年度中に、この純資産が 830 億円増加し、2023 年度期末時点では 2 兆 5,484 億円 

となりました。 

これは、行政コスト計算書の当期収支差額 829 億円と評価差額金 1 億円によるものです。 

（単位：億円）

有価証券
評価差額金

立竹木
評価差額金

当期首残高 20,690 3,917 3 44 24,654

当期変動額 - 829 1 △ 0 830

当期末残高 20,690 4,747 4 44 25,484

開始残高相当 剰余金

評価差額金

純資産合計

自　2023年4月 1日
至　2024年3月31日



12
 
 

このほか、「基金明細表」、「投資及び出資金明細表」、「貸付金明細表」、「未収金明細表」、

「引当金明細表」、「地方債明細表」、「債務負担行為明細表」、「行政コスト計算書の当期収支差額

とキャッシュ・フロー計算書の行政サービス活動収支差額との調整表」及び「売却可能資産明細表」を

作成しています。 

 

７ 注記 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ 附属明細表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注記とは、財務諸表の作成に関する重要な会計方針など、財務諸表の内容を理解するために

必要な事項について説明したものです。 

附属明細表は、財務諸表の内容を補足するものです。下の表は、2023 年度中における事業

用資産、インフラ資産及び物品の増減を表した附属明細表です。 

重要な会計方針

一般会計特別会計各会計合算財務諸表に係る主な記載項目

・投資及び出資金の評価基準及び評価方法
・固定資産の減価償却の方法
・引当金の計上基準
・出納整理期間の取扱い　など

歳入歳出外現金の状況

偶発債務

・債務保証又は損失補償に係る債務負担行為のうち、履行すべき額が未確定なもの
・係争中の訴訟で損害賠償請求等を受けているものの中で重要なもの

（単位：億円）

区分
当期首

取得価額
当期増減額

当期末
取得価額

当期末減価
償却累計額

当期償却額
差引

当期末残高

a b c = a + b d e f = c - d

事業用資産 34,064 403 34,467 13,541 340 20,926

　有形固定資産 33,886 397 34,283 13,390 327 20,893

　　土地 14,294 65 14,359 - - 14,359

　　建物 16,425 253 16,678 11,636 280 5,042

　　工作物 2,487 72 2,559 1,709 46 850

　　建設仮勘定 485 8 493 - - 493

　　その他 195 △ 2 193 45 1 149

　無形固定資産 177 7 184 151 12 33

インフラ資産 92,631 945 93,576 50,517 1,045 43,059

　有形固定資産 92,631 945 93,575 50,517 1,045 43,059

　　土地 18,810 76 18,885 - - 18,885

　　建物 118 1 120 66 3 53

　　工作物 70,398 217 70,616 50,450 1,041 20,165

　　建設仮勘定 3,305 650 3,955 - - 3,955

　無形固定資産 0 0 0 - - 0

物品 486 14 501 249 17 251

計 127,181 1,362 128,544 64,307 1,402 64,237

事業用資産、インフラ資産及び物品明細表
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９ 管理事業別財務諸表の概要 

 
 

 
  

 

 

 

   

  

類型名 類型の説明 管理事業数

組織管理型 　総務、人事、広報、企画、予算、経理等の内部管理事務に係る管理事業です。 62事業

給付型

医療費の給付、各種手当、介護（高齢者・障害者）給付等を主たる目的とする管
理事業です。

なお、県税の再分配（都道府県間の清算や市町村への交付等）に関する管理事業
や私学助成に係る管理事業などもこの類型としています。

25事業

施設運営型 　公の施設（インフラ資産に区分するものを除く）の運営に係る管理事業です。 42事業

インフラ型

インフラ資産（空港、道路、河川、砂防、港湾、漁港、下水道、区画整理、災害
復旧）の整備・維持に関する管理事業です。

なお、インフラ資産の所有の有無にかかわらず、土地改良、農地防災、各用水、
林道、造林、治山等の整備・維持に関する管理事業もこの類型としています。

26事業

融資型 　貸付金を有し、専ら融資（預託を含む）を行う管理事業です。 7事業

行政サービスその他型 　他の類型に属さない管理事業です。 142事業

計 304事業

愛知県では、新公会計制度を導入するにあたり、財務諸表、行政評価、予算編成に共通する

事業単位として「管理事業」という単位を新たに設定し、事業ごとの財務諸表を有効に活用し

ていく取組を進めています。 

2023 年度は、304 の管理事業別財務諸表を作成しました。 

課室長

局長

担当職員
（現場）

知事

財務諸表
（一般会計局別）

財務諸表を
活用した

「検証・評価」

財務諸表

（管理事業別）

行政評価
（管理事業別）

財務諸表を活用した行政評価の結果を予算編成にフィードバック

行政サービスの提供

（決算情報）（業績測定）（予算編成）

行政評価
の結果を
反映した

「事業見直し」
「目標設定」
「予算編成」

トップ
マネジメント

県民・議会

財務諸表
（各会計合算）財務諸表

（会計別）

事
業
遂
行
の
責
任
と
権
限
の
所
在
を
明
確
化
し
、

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
力
を
強
化

行政活動
計画書

（管理事業別）

「管理事業」という共通の単位で作成

責任と権限

の所在

組織
マネジメント

副知事

管理事業別財務諸表の作成状況（事業類型の内訳） 

 

管理事業別財務諸表の活用イメージ 
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【参考資料】 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

 

 
 

  

 

 

426
64

705

1,193
829

△ 500

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

収益・費用・収支差額の推移（５か年）

収益(左軸) 費用(左軸) 収支差額(右軸)（単位：億円）

  

  

22,678 22,743
23,448

24,654
25,484

20,000

22,000

24,000

26,000

28,000

30,000

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

資産・負債・純資産の推移（５か年）

資産(左軸) 負債(左軸) 純資産(右軸)（単位：億円）

県税清算金 
及び交付金 43.2 47.2 51.9 48.1 43.5

17.2
17.5

16.5 18.1 20.8

21.1 18.5 16.2 17.4 19.0

6.2 5.3 4.5 4.7 5.0
4.6 4.6 5.1 5.5 5.0
7.7 7.0 5.8 6.2 6.7

0%

20%

40%

60%

80%

100%

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

＜費用の構成の推移（５か年）＞

その他

物件費

減価償却費

給与関係費

補助金等

県税清算金 
及び交付金 
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愛知県における新公会計制度導入の経緯 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2009 年度 「愛知県第五次行革大綱」の個別取組事項として「複式簿記・

発生主義会計を導入し財務諸表の活用を図ること」を明記 

 

2010 年度 

～2012 年度 

新公会計制度の導入準備 

・固定資産台帳の整備（2010 年度～2012 年度） 

・会計基準の策定（2011 年度～2012 年度） 

・関連システムの開発、改修（同上） 

 

2013 年度 新公会計制度の運用開始 

開始貸借対照表の作成 

 

2014 年度 2013 年度決算財務諸表を作成 

（以降、毎年度作成） 

 

2018 年度 総務省の統一的な基準による 2017 年度決算財務書類を作成 

（以降、毎年度作成） 

 

2023 年度 愛知県財務諸表（概要版） 
2024 年 12 月発行 

愛知県会計局管理課 

名古屋市中区三の丸三丁目 1 番 2 号 〒460-8501 

電話 （052）954-6643（ダイヤルイン） 

URL https://www.pref.aichi.jp/soshiki/kaikeikanri/0000036911.html 




